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資料１ ICT 利活用に関するアンケート結果 

１ 公式Ｗｅｂサイトについて 

住民との最も近い接点であるＷｅｂサイトの状況について、以下の項目について

調査した。 

 （１） アクセス数の把握状況 

     ほぼすべての団体がアクセス数を把握しており、４６％の団体がページご

とにアクセス数を把握している。 

図表１－１ アクセス数の把握状況 

 

（２） 住民からの意見、評価の受付方法 

     回答団体の９１％がＷｅｂサイト上で住民から意見、評価を受け付けてい

る。そのうち５２％の団体が、ページごとに意見、評価を受け付ける等の工

夫をしている。 

図表１－２ 住民からの意見、評価の受付方法 
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 （３） コンテンツの作成、更新状況 

     コンテンツの作成、更新は、全職員各自が行っている団体が最も多く、コ

ンテンツの内容が多岐にわたることが伺える。 

     Ｗｅｂサイトの更新頻度については、全ての回答団体が「案件あるごとに

随時」としており、最新情報の提供に努めている。 

 

図表１－３ コンテンツ作成、更新者 
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（４） コンテンツサービスの取組状況 

     回答団体が提供しているコンテンツサービスについて、力を入れて取り組

んでいる順位を尋ねた。 

     一番力を入れて取り組んでいるものとして「生活情報のお知らせ」次いで

「行事案内の提供」となっており、住民生活に関連する身近な情報の提供に

力を入れていることが伺える。 

     １位～３位までのトータルにおいても同じ結果となっており、回答団体の

共通認識として一致していると言える。 

 

図表１－４ コンテンツ別重点的取組状況 
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（５） バナー広告の掲載状況 

     回答団体のうち、バナー広告を掲載している団体はわずか２２％であるが、

未掲載の多くの団体が掲載予定或いは検討中としており、今後増加していく

傾向にある。 

次にバナー広告を掲載していると答えた団体に、「掲載の目的」「掲載期間」

「掲載料金」について尋ねた。 

掲載の目的については、「財源確保及び地域振興・貢献のため」が８割を

占めている。残り２割についても「財源確保のため」としており、厳しい財

政事情を反映している。 

 

    図表１－５ バナー広告掲載状況図表（左下）とバナー広告掲載の目的（右上） 
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掲載期間については、「１ケ月」が５割を占め、その他として１ケ月単位

で最長「１年間」や「６ケ月」としている団体もあった。 

掲載料金については、１ケ月あたり「５，０００円」が６割を占め、オー

クションにより決定する団体もあった。その他として「１万円」「１万５千

円」としている団体もある。 

また、掲載に伴う規定等をすべての掲載団体が整備している。 

 

図表１－６  バナー広告掲載期間 

図表１－７ バナー広告料金（１ケ月あたり） 
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（６） Ｗｅｂサイトに関する問題点 

回答団体においては、「人材・要員」「コンテンツ」に関する問題を課題とし

て捉えている団体が多い。 

一方、設備等のインフラを問題点として捉える団体は相対的に少ないことか

ら、環境は整っているが人材・要員等の運用面や提供するコンテンツ内容に問

題が多いことがうかがえる。 

人材の確保については、要員が少ないうえに人材の育成が必要としており、

深刻な人材不足がうかがえる。 

 

図表１－８ Ｗｅｂサイトに関する問題点 
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ことがうかがえる。 

その他のサービスとしては「申請書ダウンロードサービス」「防災Ｗｅｂ」

「気象、防災関係メール配信サービス」となっている。 

提供できない理由としては、「費用対効果」「予算の確保」等の財政的な問

題が一番多く、人員の不足や部署間の認識不足等の体制的な問題も挙げられ

ている。 

また、団体の規模や地域の特性により、サービスの種類によっては必ずし

も必要ではないと判断されるサービスもある。 

 

図表２－１ 各種行政サービスの提供状況 
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高くなっている。 

    これは、多くの団体が住民ニーズを的確に捉えてシステムを導入している

結果である。 

    一方、提供数が少ないサービスであっても利用率が高いサービスもあるこ

とから、インターネット経由での双方向サービスが広がる中で、こういった

サービスも利用ニーズがあることがわかり、より高度な電子自治体を目指し

新たなサービスの導入を予定又は検討している団体においては参考となるも

のである。 

       「学校間の連携授業」、「ブロードバンド遠隔病理診断」は、提供数も少な

く、提供団体の全てが利用は少ないとしている。 

    利用が少ない原因としては、「利用者への宣伝・ＰＲ不足」「魅力的なコン

テンツが提供されていない」「タイムリーな情報提供がされていない」等が挙

げられているが、住民ニーズとのズレや運用体制にも原因があると考えられ

る。 

    また、原因が分かっていても予算が確保できないため対処できない団体も

ある。 
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図表２－２ 各種行政サービスの利用状況 
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図表２－３ 各種行政サービスの導入効果 
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